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社会的共通資本としての
医療・再論

日時：2015 年 6月 12 日 14：00～16：00

神野 直彦（東京大学名誉教授）

宇沢先生とずっと一緒に研究をさせていただき、残さ

れたさまざまな課題をいただいております。医師会でも、

宇沢先生が医療は社会的共通資本だという観点からお話

をされたと思います。私のやっている財政学の立場から、

もう 1回とらえ返すという意味で、「再論」と名づけさせ

ていただきました。

この 2カ月間、歳出カットのターゲットは 2つ当てら

れているわけです。社会保障関係費と地方財政費です。

地方財政費を減らすということと同時に、訳のわからな

いことを言い始めていて、公共部門の産業化、公共部門

を市場化しろって、どういう意味なのか、財政学の観点

では全く理解しがたいようなことが進められています。

日本はドイツから学んだ財政調整制度、交付税という

財政調整制度を入れております。この、地域間の財政力

格差を是正する財政調整制度を、ドイツが導入したとき

は、「ドイツは 1つだ」というのが合い言葉なんですね。

これは国家統合のための制度なのですが、これも成果主

義に移行しようと。成果主義に移行して、財政力の強い

ところにますます追い金のように出してどういう意味が

あるのか、制度の根幹を歪めかねませんので、そうした

点などに反論するのが忙しくて、火曜日に大臣に提出し

てまいりました。このように本分のほうで忙しかったも

のですので、古いレジュメで、うまく思い出せてお役に

立つようなお話ができるかどうかわかりません。レジュ

メを用意させていただいているので、ご覧いただければ

と思います。

1．「社会的共通資本としての医療」を財政学で捉
え返す

社会的共通資本は、宇沢先生のお考えでは、自然資本

と物的なインフラストラクチャー。それから宇沢先生が

非常に力を入れておられたのは、医療と教育に代表され

る制度資本。これらからなるのが、社会的共通資本だと

いうふうに位置づけられております。したがいまして、

医療は教育と並ぶ社会的な共通資本としての制度資本と

いうふうに位置づけられているのです。これはいかなる

所有形態、私的に所有されていようと公的に所有されて

いようと、いかなる所有形態であってもコモンズによっ

て管理される必要がある。コモンズはもともと共有地と

いう意味です。今の新古典派の経済学などを支えている

1つの思想に「コモンズの悲劇」というのがございます。

牧草地などを共有地にしてしまうと、みんな共有地だか

らと言って自分の飼っている家畜をどんどん食べさせて

乱掘してしまって、私的な所有にしないと、適切な管理

ができないということを指摘されている。しかし、世界

中に共有地はいろいろなところにあるわけですが、国際

コモンズ学会で調査すると、いかなる地域においても「コ

モンズの悲劇」というのは働いていない。

それはなぜかというと、コモンズというのはフリーア

クセスではない。つまり、とんでもないところに住んで

いる人がやってきて、家畜を放牧するなんていうことは

あり得なくて、その地域社会の人たちが放牧させている

ので、コモンズはむしろ適切に管理されている。フリー

アクセスではなく、顔と顔との関係等々が出来上がって

いる人々が管理しているので、適切に管理される。つま

り、「コモンズの悲劇」というのは、実際にはコモンズと

いう物的な共有地の上に、人間のコモンズが形成されて

いなかったときに、生じる悲劇だというふうに解説した

ほうがいいだろうと思います。したがいまして、世界の

共有地では「コモンズの悲劇」というのは働いていない。
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スウェーデンには自然享受権という権利が認められて

いて、私的な土地であろうと公有地であろうと、いかな

る所有形態であろうと、自然を享受する権利を持ってい

るので、だれでも自由に立入って自然を楽しんで構わな

い。所有権が非常に弱いというふうに言ったほうがいい

かもしれません。子どもたちは安心して野イチゴを採り

に森の中に入っていきますが、その土地が私的な土地で

あろうと公的な土地であろうと一切問題にならない。そ

の代わり、みんなの土地、共有地ですから、皆が大事に

するわけです。自然の美しさを守ろうとしますし、気品

のない広告看板が私的所有地の森の中に存在するなんて

いうことはあり得ないわけです。それは共有地だからで

きるということですね。

宇沢先生がご指摘になっている医療も教育も、これは

割り当て可能なサービスです。公共財という議論でいく

と、財政が提供する公共財というのは、割り当て可能で

はないんですよと言われるわけです。つまり、防衛とい

うサービスは個々人に割り当て可能ではないでしょう。

だから、市場では取引できないんですよと、こう説明さ

れるわけですが、医療も教育も個々人に割り当て可能で

す。なので、市場でも提供することができるけれども、

これはコモンズによって管理されなければならないとい

うのが、宇沢先生の思想だというふうに考えていただけ

ればと思います。

宇沢先生は、私たちは、今、歴史の大転換期に生きて

いて、社会主義と資本主義を超えて人間の尊厳と魂の自

立を可能にする経済体制を考えなければならない。これ

は 1991 年にヨハネ・パウロ 2世が『レールム・ノヴァル

ム』、つまり法王が世界のキリスト教徒に出す回勅を作成

するに当たって、宇沢先生にアドバイスを求められたの

ですが、宇沢先生はそのときに、「社会主義の弊害と資本

主義の幻想」という副題をおつけになりました。これは

ヨハネ・パウロ 2世の祖国ポーランドが社会主義の非人

間的な抑圧から解放された瞬間に、何でも市場、競争と

言い始めて、非常に不幸な状態になっている。そのこと

を慮って、そういう副題にされました。

それは、ちょうど 100 年前の経済危機のときにもレオ

13 世が『レールム・ノヴァルム』を出していて、そのと

きの副題が「資本主義の弊害と社会主義の幻想」という

副題だったからです。それは 19 世紀末の大不況の下で資

本主義の弊害が明らかになっている。失業者が群れをな

して、倒産が相次いでいると明らかになっているが、社

会主義になれば救済されると説く者がいるが、それは幻

想なんだという趣旨でした。

先生は、それをひっくり返してこれをテーマにしま

しょうと法王に持ちかけられたのですが、そのとき法王

は、そうしようというように賛意を示されたうえで、宇

沢先生に、「では、資本主義と社会主義を超えて人間の尊

厳と魂の自立を可能にする経済体制はどのような特色を

持っていて、どのような方法で具現化すればいいのか」と

いうふうに問われて、宇沢先生もまさに目からうろこの

思いだったというふうにおっしゃっています。

それで、宇沢先生が考え出したのが「社会的共通資本

の経済学」という学問です。私の考え方では、近代社会

科学をつくったのは、経済学を始めたと言ってもいいア

ダム・スミスの『諸国民の富』だというふうに考えてい

いかと思います。

しかし、アダム・スミスはもう 1つの主著である『道

徳感情論』で、共感を説いている。つまり、人間という

のは、利己心とシンパシーという 2つの側面を抱いた非

常にアンビバレントな存在だと把握しているが、共感と

いうのはだんだん落ちてきて、古典派の経済学等々が利

己心、あるいはホモ・エコノミックスというか、人間は

経済人だということを説くようになったわけですが、そ

れに対する社会科学の反論が起きてまいります。

その 1つは、フランスで起きたコントという学者が名

づけた社会学です。この社会学では、人間というのは個々

人が砂のように存在しているのではなくて、そもそも社

会というネットワークの中に存在しているんだという考

え方です。

それと同時に、ドイツでは財政学が起きます。新歴史

学派と言われているワーグナー、それからシュタイン、

シュモラー等々でドイツで財政学が誕生いたしますが、

これも人間観は、ホモ・エコノミックス的な人間観は間

違いがある。社会の中に埋め込まれているんだという考

え方に立っているわけです。

このドイツの財政学が世界を席巻するようになって、

アメリカからドイツに留学をして財政学及び新歴史学派

の経済学を学びに行きます。イリーという人が一番有名

ですが、イリーとかアダムスとかセリグマンとかいう人

がドイツに留学をして、ドイツから新歴史学派の経済学

を持ち込むわけです。イリーがアメリカの初代経済学会

の会長です。そういうイリーとかセリグマンとかアダム

スとかという人々がドイツの新歴史学派の経済学を持ち
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込んでアメリカに制度学派と言われている学派が誕生い

たします。コモンズとかですね。宇沢先生が念頭に置い

ているソースティン・ヴェブレンという人ですが、ヴェ

ブレン等々の人々が誕生いたしまして、アメリカの制度

学派と言われている学問が登場するわけですけれど、私

はその前のドイツで誕生したドイツの財政学をやってお

りますので、今日は、その立場から宇沢先生のこの「社

会的共通資本としての医療」ということをとらえ返して

みようというのが議論の始まりであります。

財政学では、私たちの市場社会は 3つの経済組織から

成り立っているというふうに把握いたします。それは、

1ページ目の下に書きましたけれども、経済・社会・政

治、これはドイツの哲学のトリアーデと言われている市

場・国家・共同体、この 3つから成り立っているという

ふうに把握いたします。これはもともと一体化していた

のですけれども、この一体化していたものが市場社会に

なると三角形に分離するというふうに考えるんですね。

この分離するのを、どうにかまとめようとするのが財政

だというふうに考えていくのが財政学の考え方です。

私がごく大ざっぱにまとめてよければ、制度主義の経

済学の考え方の特色というのは、市場の領域だけではな

く、非市場の領域も取り込んで分析の対象にするという

ところにあるのではないかと思います。

レジュメの 2ページ目ですが、ドイツの歴史学派の考

え方では、もともと人間の社会というのは共同体、集ま

ることだけを目的にしている共同体という帰属集団しか

存在していなかったというふうにとらえます。

ところが、共同体と共同体が接触をすると、そこで 2

つの反応が起きます。1つは戦争です。もう 1つは平和で

す。平和というのは何かというと、市場を動かすという

ことですので、共同体の中には市場は入らない。共同体

と共同体の間でしか市場は機能しないと、こういうふう

にとらえていきます。

この共同体は、市場が大きくなっていくと、どんどん

分解されて小さくなっていて、現在では残っているのが

最後の共同体としての家族だけです。我々の経済学の分

析では、個人と個人との間で市場の取引をやったことと

いうのは人間は 1回もないのです。さるかに合戦のよう

に、お猿さんと蟹さんが出会って、柿の種とおにぎりを

交換するというようなことをやったことは、人間は 1回

もありません。私たちはいつも共同体と共同体の間でし

か市場の取引をやっていないんですね。

市場の領域が進入しない領域を共同体と言っておりま

すので、現在でも家族の中では市場原理は入らないはず

です。家族の中で夫と妻ないしは親と子どもの間で労働

を提供しろと、その代わりに賃金を払う、というような

ことは行われない。そういう市場原理のようなものが動

いたら、定義上、共同体ではないということになるわけ

です。今、どんどん共同体が小さくなっておりますので、

そういう家族はあるかもしれませんが、それは家族の体

をなしていない。

なぜそういうことをするかというと、私たち人間は

ニーズに応じて、つまり、必要に応じて配られないと生

存ができないのですね。生まれたての赤ちゃんとか、労

働能力を失った高齢者は、必要に応じて配られていない

と生きていけないわけです。市場原理というのは、購買

力に応じて配りますから、購買力を持っている人には多

く、持っていない人には少なく配るわけです。そうする

と、何にも貢献しないために購買力のない生まれたての

赤ん坊は、これはニーズがあっても、家族の中で配られ

ていなければ死があるだけです。何か欲しいといえば、

与えるとまた泣くからモラルハザードが働くとかといっ

てやらなければ、人間の社会は成り立たない。そこで、

私たちは共同体をつくって、必ず市場原理にさらされな

い領域をつくらないと、種としての再生産ができないと

いうことになっております。

したがって、市場では購買力に応じて配っていいとい

うことは、ニーズつまり人間が生きていく上で必要不可

欠なものを超えるもの、つまり欲望は市場に任せていい

ということになります。ただし、ニーズは市場原理に委

ねられません。家族ができなければ、必要に応じて配る

ことを強制力を使ってやれば財政がやる。ニーズの充足

は、財政がやるしかないというのが、私たちの考え方で

す。

そうだとすると、重要なポイントは、医療というのは

ニーズなのか欲望なのか。欲望であれば、市場に任せて

構わない。市場というのは、ニーズを充足するのは不得

意です。例えば、市場で外食をやっていたら、粗食にし

ろと言われる。つまり、油っこいものや塩分の多いもの

でニーズが満たされないと病気になる。

ところが、共同体というのはニーズを満たすのは得意

中の得意ですが、欲望は満たせない。不得意です。

共同体のなかでは無償労働、unpaid work で相互扶助

をしながら購買力ではなく必要に応じて分配をしてい
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く。共同体の中でやっていたもののうち、早くから専門

的能力を必要とする分野が出てきます。これが教育と医

療ですね。

専門的な職業集団を必要とするので、それは早くから

家族の中では供給するのが困難になります。通常の場合

にはそういう相互扶助を、より大きな地域共同体で、教

会などをシンボルにして相互扶助をし合うということ

で、教育とか医療を提供してきました。弘法大師も教育

をすると同時に、お医者さんだったはずなので、医療も

提供するというようなことを早くからやっていたという

ことです。

したがって、 2ページ目の（4）を見ていただきますと、

医療というのは医者がサービスの供給者であって、患者

がサービスの需要者であって、それが市場の取引関係に

基づいて提供されるというのではない。我々の理論では

この論理をのんだらだめなんですね。

医療というのは社会的共通資本だということは、医者

と患者が共同体をつくって悲しみを分かち合う。これが

医療行為である。つまり健康を取り戻すという共同作業

を医者と患者が癒やしの共同体をつくって行うこと。こ

れが社会的共通資本の考え方だというふうに考えていま

す。

教育も同じことです。教育も教師が教育サービスの供

給者であって、学生が需要者だという話ではないはずで

す。特に大学はそうではなかったはずで、教える者と学

ぶ者とが学ぶ共同体をつくってやってきた事業、これが

教育のはずです。（4）のところで書きましたが、医者は

医療サービスの供給者で、患者は医療サービスの需要者

ではなく、あくまでも共同体の内部の悲しみの「分かち

合い」であって、必要に応じて分配される。ただ、専門

化しているので、専門家とそのサービスを受ける者だけ

れども、一緒に共同する。患者も参加しているというこ

とですね。市場で分配するということになれば、購買力

に応じて分配するということをのんだというふうになる

はずだということです。

先ほど、言いましたけれども、医療がなぜ出てきたの

かというと、（5）のところで書きましたが、共同体のな

かの相互扶助でやるということには限界があるわけで

す。

そもそも国家はどうして登場してきたのかというと、

繰り返すようですが、人間の社会には共同体しかなかっ

たのですが、共同体によって自発的に協力し合ってやっ

ていくというのには限界があります。古代文明を生んだ

大規模な灌漑・水利などは 1つの共同体ではできません

ので、古代国家というのは、共同体の自発的な協力で行

われている限界を克服するために古代国家が出来上がっ

てくるわけです。そのことによって強制的に協力を、顔

見知りのない共同体同士を強制力によって協力させるこ

とによって大規模な治水や灌漑をやっていく。

したがって、医療がもしも政府の干渉を受けるとして

も、それは教会などをシンボルにして行われてきた自発

的な協力では限界があるので、政府が医療や教育を強制

的に協力させることによって引き受けていく。そう考え

ざるを得ないだろうというふうに思います。

2．医療の制度的条件としての財政

さて、そうなってくると財政が登場するのですが、そ

ういう医療、つまり共同体の限界を政府が補完するよう

になった暁で医療をどう考えていくのかということです

けれども、財政というのは public finance という言葉の

翻訳語です。日本が明治時代につくり出しました。現在

では、中国に逆輸出しておりますので、中国でも日本語

を使っている。つまり、public finance を「財政」という

言葉を当てております。public というのは「公」という意

味ですし、finance というのはラテン語の「finir」からき

ていますが、「終わる」「決済をする」という意味で、これ

は貨幣現象を表します。

財政というのは公の貨幣現象ですけれども、3月の医

療政策シンポジウムでも申し上げましたが、日本では公

という概念がわからない。宇沢先生はいつも公というの

を言われるときに、公園というのはゲーテがつくったん

だとゲーテの話をされていた。ゲーテは封建領主や貴族

が独占している美しい庭園をすべての社会の構成員に開

放しようとして公園を提唱する。このゲーテの公園の思

想に共鳴して、すべての学術を社会の構成員に開放しよ

うとして博物館をつくり、美しい美術を社会の構成員に

開放しようとしてつくったわけです。

したがって、市場原理が好きなイギリスでさえ大英博

物館は無料です。ルーブルはお金を取っていますが、無

料で開放する日もあり、すべての社会の構成員に開放す

るわけです。

日本は何をやったのかというと、真っ先に博物館と美

術館を独法化しましたが、あり得ないと思います。公と

いうのはすべての社会の構成員を排除しない領域という
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のがわかっていない。中国でさえ公が用いる電話（公用

電話）というと、すべての社会の構成員が利用できる電

話のことを言います。ところが、日本で公用車というと、

官僚が利用する車のことを言っている。そうすると、公

というすべての社会の構成員が共有しているものに、簡

単に官というレッテルを張られるわけです。みんなのも

のなのに、官というレッテルを張られて、官から民へと

いって、簡単に公を私化してしまうというのが行われて

いる。今も、公共部門の産業化と言っているのですが、

簡単にそれは受け入れられてしまう。

民間の経済つまり市場経済と、財政という経済は、全

く逆に動きます。民間の経済の主体である企業を取って

いただいても、家計を取っていただいても、それは量入

制出で動きます。入りを量って、出を制するんですね。

なぜそうなるのかというと、入りが市場原理で決まる

からです。家計であれば、収入は賃金、つまり労働市場

が決定しますので、収入は市場が決める。それから、企

業であれば、生産物市場の価格によって収入が決まりま

すから、市場が決めてくれるのです。その収入を家計で

あれば、医療費に幾ら使うとか、住宅に幾ら使うとか、

教育費に幾ら使うかということを、後で決めざるを得な

い。企業も同じことです。収入を設備投資に幾ら使うの

か、原材料費に幾ら使うのかということを、後で決めざ

るを得ないわけです。

ところが、財政はすべての社会の構成員が共同意志決

定で決めますので、政治過程で決めます。したがって、

量出制入、つまり出を量って、歳出を幾らかと量って、

収入をどのぐらいにするのかというのを後で決めるわけ

です。今、財務省も完全に逆を言っています。財政は出

を量って入りを制するのであって、収入の範囲内でやれ

なんていうことは、財政ではありえないのです。

財政は民主主義の政治過程で決まりますから、どうい

う公共サービスをどれだけ出すのかというのが決まる

と、その収入はどういう税でまかなうのかということを

後で決めるしかないのです。

入りをまず決めようとしても、入りはどうやって決め

るのですか。決まらないですよね。最初に入りなんか決

められっこないわけです。入りの範囲内でも pay as you

go といっていますが、あれは源泉徴収制度の言葉です。

いずれにしても、入りは決まりません。決まらないの

ですが、日本人はなぜ入りが決まるのかというふうに思

うのかというと、日本だけが永久税主義を取っているか

らです。ほかの国は一年税主義です。

つまり、毎年毎年必要なものを税で決めるのです。こ

れを一年税主義と言います。ところが、日本では永久税

主義ですから、予算が通ろうと通るまいと、永久に税金

を納めます。これは永久税主義と言います。

なぜこうなっているのかというと、日本では、予算は

法ではないという法構成を取っているからです。ほかの

国は、予算も法律です。歳入法・歳出法という法律で予

算は決まります。日本では、予算というのは法律ではな

いと規定していますので、法律よりも簡単に予算は通っ

てしまいます。

アメリカでもヨーロッパでも、歳入法・歳出法という

法律として予算が決まります。すると、後法優先ですか

ら、法律と違った予算が通れば、それは予算のほうに決

定権があるわけです。ところが、日本では予算関連法案

が通らないと、予算は執行できないことになる。

どうしてこうなっているかというと、大日本帝国憲法

の下では、法律と同じ効果を持つ勅令が出せました。予

算は法であるという法構成を取ってしまうと、勅令事項

が完全予算で変えられる恐れがあるわけです。そこで、

そういうことが起こらないように、法律の下に予算を置

いた。これが現在でも生きているわけです。

ヨーロッパの国々では、歳入法が通らないと徴税でき

ないのですが、日本では歳入予算が通らなくても税法が

執行されますので、歳入予算は全く意味がなく、単なる

予測でしかない。

そうするともう 1つ、医療を考えるうえで重要なのは、

（3）のところを見ていただきますと、これは市場原理で

やるのですか。それから、財政でやるとしても租税でや

るのでしょうか、料金でやるのでしょうかという選択が

問題になるわけですね。

これはスウェーデンの中学校 2年生の社会科の教科書

です。これを見ていただくと、予算についていろいろな

見解があるというふうに書いてありますね。意見 1を見

ていただくと、「我々はコミューン税（コミューン税は、

コミューンというのは市町村のことですので、地方税と

考えていただければいいかと思います。）を 1クローナ引

き下げたい。」つまり、減税したい。途中飛ばさせていた

だきますけれども、「税金の軽減は、人々の選択の自由を

拡大するんだ」。意見 2では、「それは絶対だめだ。それ

はサービスの低下をもたらすだけだ。私たちが減税に反

対するのは、より多くの保育園、よりよい学校給食、障
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害者にも利用しやすいユニバーサルデザイン、バリアフ

リーの町づくりを意味しているんだ」。意見 3では、「我々

は、税金を引き下げる代わりに料金を引き上げよう。そ

のほうが公正だからです。そうすれば、電気や水を浪費

している者よりも節約している者のほうが、少なく支払

うことになるからです」。日本のように公共部門が小さい

と、ここを見ていただければありますが、電気や水と言っ

ていますので、電気を公共サービスとして提供していな

い国というのは、アメリカでさえ幾つかの州は公共サー

ビスとして提供していますので、余りないんですね。日

本人は公共サービスを公共部門が提供するというのは嫌

いなので、電気は民間が提供する。

意見 4を見ていただきますと、「我々はいたずらな料金

の引き上げはしない。それは、高額所得者を利するだけ

だ。料金を引き上げる代わりに、増税をしよう。それが

大多数の者、子どものいる家族、年金者にとってベスト

だ」。それぞれこのように言っていて、スウェーデンでは

どれが正しいかという結論を教育の中で絶対教えませ

ん。真理はだれもわかっていないということを前提にし

ております。

例題も重要な点です。「次の言葉の意味は何ですか」。

“予算”“比率税”“コミューン税収均衡化措置”（これは日

本でいう交付税のことです）“長期予算”。ダブルバジェッ

トになっていますが、それを説明しなさいと言って、最

後に、「税か料金か。あなたは上に述べられた 4つの意見

のどれに賛成しますか、答えなさい」と。

では、税か料金か市場でやるのか、それをどうやって

決めるのかということですが、レジュメの 4ページ目、

これもスウェーデンの教科書からですが、（4）の公共部

門か民間部門かということを見てください。「なぜ、映画

館のほうが水泳、プールよりも料金が高いのでしょう。

それは、映画館の料金は「市場原理」によって決まるか

らです。すなわち云々」と書いてあります。プールの料

金は「補助料金」で、実際の料金の大部分をコミューン、

市町村が支払っていいます。どうしてでしょう、という

ふうに聞いているわけです。

右側を読んでいただくと、一部の人々はこう言います。

「補助料金など全部やめてしまえ。みんな民間に任せれば

いい。もしそうなればコミューン、市町村にとっては安

上がりとなって、プールの管理もよくなるはずだ。そし

て、我々の頭ごなしにする政治家の権力も小さくなるだ

ろう」。その後、ほかの人々はこう言います。「それは間

違いだ。もし、何もかもが民間で運営されるようになれ

ば、不公平は拡大し、住民の影響力は減少する」んだと、

こういうふうに言って考えさせています。これは何を聞

いているのかというと、最初の話に戻ります。欲望かニー

ズかということを聞いているわけです。映画館で映画を

見るというのは、私たちスウェーデンの社会では欲望だ

と考えていいですねと。欲望ですから、購買力によって

配りますよと。お金持ちは映画館で映画を見まくり貧乏

人は映画を見られません。そういう社会でいいですねと

いうふうに聞いているわけです。

それに対して、ニーズであれば、これは税で必要に応

じて配らなくてはいけませんから、必要に応じて配らな

ければいけないわけです。税で配るわけです。

ところが、プールで水泳するというのは、これはニー

ズでしょうか、欲望でしょうか。健康をよくするので欲

望とは言えないような気もするけれども、泳がなければ

生きていけないかというと、そうでもない。いや、実は

生きていけないというのも考えている。スウェーデンで

は、子どもたちは 2つのことは必須です。水泳とスキー

です。これがないと生きていけないというふうに言われ

ているので、生きていけないかもしれないですが、いず

れにしても、これは欲望と基本的なニーズの中間と考え

ていいでしょうか。グレーですねと。すると、市場価格

よりも補助料金、つまり租税を投入して、市場価格より

も安い価格でもって提供するようにしますが、それでい

いですねと。料金を使うときにはそういうことです。

日本は病院でも何でも公営事業でやるときに、儲かる

ためにやっているわけではないので、赤字を出して当然

です。黒が出るのであれば民間に任せればいいわけです。

赤字だけれども補助料金を使ってやらなくてはいけない

からやっているのであって、論理的に、そんなことを言っ

たらスウェーデンの子どもたちは選択できません。私た

ちは公共料金にもっていくのはグレーなので、市場で価

格をつけてもいけないし、価格付けで提供してもいけな

いし、租税で提供するまでもないと。公立病院は本当に

料金を取っていいのかなと思うぐらいですので、赤だか

らということは何の理由にもならないということです。

3．医療の使命を見失うな

そうすると、医療のそもそものミッションというのが

あって、それをまず考えなくてはいけないはずである。

医療改革の目的は、すべての社会の構成員の共同意志決
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定のもとに「悲しみを分かち合う」。つまり、共有すると

いう制度をつくりだしていくということが目的のはずで

あると。

ところが、使命を忘れると、どういう医療費抑制の論

理が展開しているのかといえば、高齢化が進むと医療費

は膨張する、医療費が膨張すると社会保険財政には限界

がある。限界というのは本来ないはずですが、限界があ

る。これは保険料と租税で賄われています。すると、患

者負担、つまり市場の価格付けに近いような患者負担を

引き上げようと、こういう論理になるはずです。

消費税が先送りされましたので、今財務省が考えてい

ることは料金の引き上げですので、国立大学の授業料を

引き上げろとか、料金が引き上げられるわけです。しか

し、料金を引き上げると、逆に増税は困難になります。

スウェーデンやヨーロッパの多くの国々は、住宅費や教

育費がゼロなので増税に応じる気はありますが、住宅を

公共財であり、社会保障だと考えている国と考えていな

い国とでは違う。スウェーデンの家計簿を見ると、ほと

んど出ていない住宅費と教育費が、日本の家計を見ると

2大支出項目になっているわけです。その場合に増税す

るというと、だれでも怒るのではないか。

ただ、患者負担の引き上げの論理というのは、医療は

欲望か基礎的なニーズかの中間だと位置づけている論理

だと考えられます。あるいは、もちろん欲望と考えてい

るのかもしれない。

繰り返しますが、ニーズは膨張しません。欲望は限り

なく膨張しますが、ニーズは膨張しません。私が大金持

ちであっても、例えばタミフルを金にあかせて飲みまく

るとかということはあり得ない。つまり、ニーズは埋め

られると、そこで打ちどまる。治れば打ちどまりますか

ら、増えません。そこで終わるんですね。

もしも打ちどまらないものを医療費だってみなしてい

るのだったら、それはそもそもニーズじゃなかった。例

えばバイアグラはもともと欲望であってニーズではない

ので増えるわけです。

こうしたことが受け入れられるのは「コモンズの悲劇」

が主張されるからで、それは日本の社会には、人間の関

係としてのコモンズがないからです。コモンズというの

は、土地の共有地の上に行われている人間の関係ですか

ら、人間がお互いに助け合って生きていくという関係で

あり、それが消滅しているということを意味するだろう

と思います。

新自由主義者が言うような「コモンズの悲劇」という

のは働かないというのは、すでに述べたとおりでありま

す。ここには私がいつも教わっている医療経済学者の人

がたくさんいるのですが、医療費は市場原理に委ねれば

委ねるほど高くなるのは周知のとおりです。医療を分か

ち合えば分かち合うほど、医療費は低くなるわけです。

4．「分かち合い」の仕組みとしての財政

さて分かち合いの仕組みとして財政があるのですが、

重要な点は、市場原理というのは対価原則が働くことを

言います。サービスが提供されると、そのサービスと反

対側に貨幣の流れがある。対価が支払われるという関係

です。

ところが、財政では対価原則を切ります。当然です。

対価原則でやるのであれば、市場でやってもらえばいい

わけですから、財政では等価原則、つまり全体の負担と

全体の給付がイコールになるので、個々の給付と負担が

結びつくということはしない。これが財政の原理です。

市場原理では対価原則でやっていますが、それと財政と

組み合わせて社会全体を動かしますので、財政のほうは

等価原則、つまり、全体の負担と全体の給付がイコール

になる。

ところが、保険を考えてみてください。保険は損害保

険でも何でも良いですが、私的な保険でやっています。

ところが、保険は対価原則ではなく、等価原則にみえま

す。つまり、火災保険でも何でも、負担の全体と給付が

イコールになる。

そこで私的保険は、市場原理、つまり対価原則に乗せ

るために負担を必ずリスクによって負担させます。リス

クに応じて負担させることによって保険という、つまり

等価原則でリスクをプールしているものを市場に乗せて

いるのです。したがって、何か暇な人がいて、これを私

的な年金であればこうなってこうなるんだけれども、年

金の制度はこれだから変だという。しかし、計算しても

らったけれども、ご苦労さまでしたと言うしかないんで

すね。私的保険というのは、リスクに応じて負担させる

ために保険数理学でリスク計算を必死になってやってい

るわけです。

そもそも社会保険というのは保険ではありません。私

的な保険というのは、対価原則に基づくためにリスクに

応じて負担させる。そのために保険計算をやっているの

です。
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したがって、日本人は保険料を納めたので損をしたと、

目先の利益ばかりをいいますが、そんなことを言ったら、

私的保険でも同じことですね。火災保険でも、保険料払っ

ただけで損をしたから自分の家に火をつけるという人は

いないはずです。

租税か社会保険負担かというときに、租税というのは、

先ほど言いました財政の原理に基づくと、3つの条件を

必要とする貨幣の流れです。

1つは、強制性です。市場社会での貨幣の流れは任意で

す。強制的に貨幣を流されるということはありません。

市場の取引を見ていただければわかりますが、市場での

貨幣の流れは、いつも任意ですから、強制的に貨幣が流

れていくということはないので、強制性があるというこ

とが租税のまず 1つの条件。

もう 1つは、無償性。ただでということですが、これ

は反対給付の請求権がないということを意味します。私

はこれを払ったけれども、租税を払ったんだからサービ

スをくださいねということはできません。これは無償性

です。ただでという原則がなければ、租税と言わないの

です。

それからもう 1つ重要なのは、収入性。収入を目的に

しています。

したがって、交通違反の罰則金は租税ではありません。

強制的に取られて、何の対価もないけれども、収入を目

的にしていないからです。これは租税ではなく罰金です。

それから、無償性に反対給付の請求権を持たせると、

例えば使用料・手数料がそうですけれども、住民票をく

ださいと言って手数料を払いますから、反対給付の請求

権がありますので、これは租税ではありません。

そのように考えていくと、社会保険は租税なのかとい

うと、これは社会保険が皆保険になれば強制的に全員参

加しますから、強制性は満たしています。収入を目的に

しますので、収入性を満たしていますが、無償性のとこ

ろが合わなくなってくるわけです。無償性を実は社会保

険にするということは、無償性のところが租税のように、

「保険料を払っていても請求権はありませんよ」と言う

と、保険に参加していけないものだから、請求権を持た

せますよということになっている。

したがって、それは逆に「あなた払っていないですね」

というと、サービスをもらえないということが生じる。

今度は別な制度をつくらないと、別な制度で確保しない

と、保険でやるとそういうことができてくるということ

です。つまり、社会保障負担は無償制を外す。つまり、

反対給付の請求権がない。これ反対給付の請求権がない

と言っていいかどうかというのも、ちょっと微妙ですね。

目的税というのは、税である限り、この目的のために

税負担するので、反対給付の請求権があるように見えま

すが、反対給付の請求権はないのです。

例えば、日本だけがガソリンというか燃料課税で道路

をつくりました。それで、目的税になっている。「あなた、

自動車持っていないですよね。ガソリン税納めていない

ですよね。だから、道路を通行できません」ということ

はありません。目的税は、目的にされますけれども排除

するということはないのですが、ここはちょっとおっか

なびっくり言っているんです。社会保障負担は反対給付

の請求権があるのか、ないのか。あるかないかによって、

これは租税であるかどうか決まります。

それから「三つの政府体系」というのは、実際にもやっ

ているところもありますが、政府を三つの政府体系に概

念上整理したほうがいいということです。

1つは、地方政府というのは、教会などをシンボルにし

ながらお互いにサービスを提供し合っていたものを、強

制的な地方税にしたものによって運営されるのが地方政

府ですので、これはサービスを提供するということにな

る。教会がやっているということを代替する。

それに対して、社会保障基金というのは、そもそもが

生産点で労働者たちがさまざまな組合などをつくって、

お互いに賃金を失ったとき等の共済事業をやっていたの

を、強制加入にしたという経緯がございますので、そう

いう社会保障基金、これは別な政府だというふうに考え

たほうがいい。それぞれの政府のミニマムを保障するの

が、中央政府だというふうに考えたほうがいいと思って

おります。

それは、国民から言えば、地方政府には地方税を納め、

中央政府には国税を納め、社会保障基金という政府には

社会保障負担、コントリビューションを納めるというこ

とがわかったほうが、どれをどういうサービスをどこま

でそれぞれの負担でやるのかということを決定できるの

ではないかというふうに思っているわけです。

5．「分かち合い」としての医療制度

そうすると、日本が分かち合いというかコモンズとし

て医療制度になっているのかというと、私たちのそうい

う目からすると、一番問題点なのは、医療保険制度が分
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立しているということです。

この分立している経緯は、そもそも日本の場合には、

労務管理から始まっておりますので、各企業等々が労務

管理、あるいは公務員もそうですけれども、そういうと

ころから発生したものを、昭和 13 年、国民統合のために

国民健康保険、これは事実上農民の保険だったわけです

が、軍部が農民は国民だと言って国民健康保険にしたも

ので、それを戦後、国民皆保険にしているということで

す。労務管理と、それから市町村単位にしたときには、

隣保扶助の精神、つまり地域コミュニティの相互扶助の

精神を生かすということを考えてやっているわけです。

ところが、現実には、国民健康保険というのはラストリ

ゾートになってしまっているので、すべてのいろいろな

保険から落ちたり除外された人々を受ける受け皿になっ

ている。そうすると、余り分かち合いが見えてこないん

ですね。つまり、だれとだれとが仲間で分かち合ってい

るのかって、よく見えなくなってきています。それを激

しくしているのが場当たり的に、こっちの財政が苦しく

なるとあっちの財政にというふうに資金を移動させてし

まっているからです。

それだけではなくて場当たり的に税を入れているんで

すが、税がどういう論理で入ってきているのか、あまり

判然としない。そもそも社会保険に加えて国税が入って

いて、都道府県税が入っていて、市町村税が入っている。

さらに、国民健康保険財政の赤字を補てんするために、

地方自治体のほうは法定外の一般会計のほうから繰り入

れをやっていますし、それが常態化しています。

それから、よくわからなくなったのは、国民健康保険

料で取ってもいいけれども、地方税でも取ってもいいで

すよとか言い始めているので、何が何だかよくわからな

くなってきているということです。さらに加えて、医療

保険間で財政調整を行っておりますので、さらにこれが

退職者医療制度、老人保健制度等々ができてわかりにく

くなってきています。

今回の医療保険の改革というのは、こうしたことを統

合化していこうという動きとしては評価できるというふ

うに私は考えておりますが、保険運用と医療サービスの

提供体制を広域自治体に統合化したのはいいのですが、

これからどっちを向いていくのかというのが、私の場合

にはちょっと見えていないかなと思っています。分立構

造はいずれ統合していかないといけないと思いますし、

それから社会保険方式はこのままでは無理で、好むと好

まざるとにかかわらず、税のウエイトを増やしていかざ

るを得ないのではないかと思うのです。必要な医療を確

保するということのためにはですね。

ところが、日本は税負担が少ない。それでレジュメの

6ページの下を見ていただくと、一番上の点々、左側に日

本、右側にOECD。これは都合のいいスウェーデンとか

ドイツとかを取ってくるともっとはっきりしますが、一

番上の点々が租税全体の負担です。これを見ていただく

と、日本は 1973 年から税負担が急激に上がります。これ

はなぜか。先進諸国は第二次世界大戦後福祉国家を目指

しましたが、日本は基本的に目指さなかったと言ってい

いと思います。ようやく福祉国家で国民統合を図ろうと

いうふうに決意するのが、昭和 48 年の「福祉元年」と言

われた年で、この年から税負担を上げていきます。急激

に上げていっているのがおわかりいただけるだろうと思

います。

ところが、日本は 1990 年から税負担を激減させてい

る。先進諸国全部の平均で見ても、第二次世界大戦後、

福祉国家で所得税と法人税を中心とする税制をつくりま

すが限界が生じてきます。税収面でも限界が生じますが、

所得税というのは非常に不公平な税金だという批判が高

まっていきます。それはお金持ちだという経済力は、所

得だけではつかまらない。脱税も何もしないで所得の定

義上ゼロの人でも、ベンツに乗っている人はたくさんい

ますよね。

カルドアという有名なイギリスの経済学者は、所得税

は額に汗した瞬間にかかってくるけれども、膨大な財産

を持っていれば、財産を食いつぶしていくと所得はない

わけですから、財産を食いつぶしながらマハラジャのよ

うな生活をしている人々には税金はかからない。これは

いかにも不公平じゃないか。このことがイギリスの何と

か病を巻き起こしているんだ、活性化を失っているんだ

という批判をいたしました。

そうすると、カルドアが提唱したのは、支出税、1年間

やった消費に累進的に税金をかけるという税金に変えな

くてはいけないと主張したのですが、それもちょっと税

務執行上の問題があってできないので、普通、ヨーロッ

パでやっているのが、所得だけではつかまらない担税力、

経済的な能力を付加価値税を増加させることによって補

完しようと。マハラジャのような生活をしてベンツを買

えば、そのときにはちゃんと消費、買ったときに税金を

かけますよということをやっていって補完しようとして
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います。

それからもう 1つ重要な点は、所得税というのは第二

次世界大戦まではリッチマンズタックスと言われてい

て、金持ちが納めていました。日本で所得税を払ってい

たのは、就業者のうちの 5％ですから、所得税払ってい

るというと大金持ちです。ところが、第二次世界大戦中

にプアマンズタックス、つまり、多くの国民が支払う税

金に変わってしまいます。どうして変えることができた

のか。それは源泉徴収制度です。源泉徴収制度は、ドイ

ツが一番早くて 1930 年代に入りますが、日本は 41 年。

アメリカが 42 年で、イギリスが 43 年です。第二次世界

大戦中に各国とも源泉徴収制度を入れました。すると何

が起きたのかというと、みんな納めますが、所得によっ

て捕捉率が違うんじゃないかということが、所得税は不

公平だというので攻撃されます。日本で言えば、クロヨ

ンサン、トウゴサンピン。給与所得者は 10 払わなくちゃ

いけないけれども、自営業者は 5で、農民は 3で、ピン

は政治家で 1割しか払わない。

そうなると、所得税に対する信頼性が揺るぎますので、

だったらそういったことも消費税、付加価値税をやるこ

とによって補完できるだろう、つまり、所得税、法人税

中心の税制を一般消費税である付加価値税で補強しよう

という動きをとります。

ところが、日本はそうではないのです。日本を見てい

ただくと、一番下の点線が消費税ですので、消費税を入

れて所得税と法人税の減税をやります。結局、全体の税

負担は所得税・法人税の減税が大きいものですから、減

収してしまう。

ヨーロッパを見ていただくと、ヨーロッパは所得税や

法人税を減税しないでそのまま維持しておいて消費税で

租税負担率を上げていきますから、一貫して税負担率を

上げていって、現金的な所得再分配ではうまくいかない

ようなサービス給付については、消費税を増税し租税負

担率を上げることによってやっていこうということに

なっていくので、これは税負担率を上げつつ医療につい

ても税方式を今まで以上に入れていかないと、やっぱり

もたないというのが私の考え方であります。

それで、社会保障制度としての医療ということを見る

と、これはそもそもの「分かち合い」であって、国家が

やるにしてもこれは強制力を使ってやるものだ。今は保

険方式でやっていますが、とはいえ保険方式にはそろそ

ろ限界が見えてきていて、かなり租税方式、税方式を入

れている。そのときにどういう論理で入れているのかと

いうことがはっきりしないと、何かずるずる入れている

という感じになってしまいますので、これは少し整理を

して税方式の入れ方を考えながらどういう方向に持って

いくのか、医療サービスをどういう財政方式で支えなが

らやっていくのかという見通しとセットで広域自治体に

保険とサービスの提供責任を担わせるということにもっ

ていかないと無理かなという私の考え方でございます。

素人談議の域を抜けませんが、財政学のほうから見て

ということでお話をさせていただきました。ご清聴どう

もありがとうございました。
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図表 1

図表 2

「社会的共通資本としての医療・再論」
（配布資料）

1．「社会的共通資本としての医療」を財政学で捉え返
す

（1）医療＝教育と並ぶ社会的共通資本としての制度資
本

いかなる所有形態でもコモンズによる管理

医療も教育も割り当て可能なサービス

⇒市場でも提供可能だけれども、コモンズによる管理

（2）制度主義の経済学を導き星とする「社会的共通資
本の経済学」

＝市場の領域だけではなく、非市場の領域をも視座に

入れる（図表 1）

（3）共同体＝市場の作用しない領域（図表 2）

・共同体＝必要に応じて分配される＝ニーズの充足

市場＝購買力に応じて分配される＝ニーズを越える欲

望の充足

・共同体を分解する市場⇒最後の共同体としての家族

・共同体の相互扶助で専門家集団を必要とするもの

＝教会などをシンボルとして悲しみの「分かち合い」＝

教育と医療など

（4）医療＝医者と患者で悲しみを「分かち合い」、健康
を取り戻す共同作業を行う「癒しの共同体」を形
成すること

教育は教師と学生との「学びの共同体」を形成するこ

と

・医者は医療サービスの供給者で、患者は医療サービ

スの需要者ではない。あくまでも共同体内部の悲しみの
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図表 3

図表 4

講演：社会的共通資本としての医療・再論

60



図表 5

図表 6

「分かち合い」であって、必要に応じて分配される。市場

で分配すれば購買力に応じて分配されてしまう

（5）共同体の限界を克服する

政府は共同体の自発的協力の限界を克服するために形

成される。古代国家を想起すれば、共同体の自発的協力

では大規模な治水・灌漑が不可能なので、共同体同士を

強制的に協力させて大規模工事を遂行するために政府が

形成されたことが理解できるはずである。

教会などをシンボルにした自発的協力では限界がある

ので、政府が医療や教育を強制的協力で引き受けていく

ことになる。

2．医療の制度的条件としての財政

（1）「財政（public finance）」とは、「公（public）」の
「貨幣現象（finance）」

「公」＝すべての社会の構成員を排除しない領域

（2）民間経済は「量入制出」、財政は「量出制入」永久
税主義と一年税主義

（3）「市場」か「税」か「料金」か（図表 3）

（4）「基礎的ニーズ」か「欲望」か「グレー」か（図表
4）

3．医療の使命を見失うな

（1）すべての社会の構成員の共同意思決定のもとに
「悲しみを分かち合う」制度を創り出すことが改革
目的

（2）使命を忘れた医療費抑制の論理（図表 5）

（3）「コモンズの悲劇」は働かない（図表 6）

4．「分かち合い」の仕組みとしての財政

（1）対価原則と等価原則

市場＝対価原則

財政＝等価原則

社会保険は「保険」ではないので等価原則にもとづく

「保険」は対価原則にもとづかせるためにリスクに応じ

て負担する

（2）租税と社会保険負担

・租税は三つの条件を必要とする貨幣給付

（1）強制性

（2）無償性
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図表 7

図表 8
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（3）収入性

・社会保障負担は無償性を外す。つまり、反対給付の

請求権がない。

（3）三つの政府体系で考える（図表 7）

5．「分かち合い」としての医療制度

（1）分立する医療保険制度

・労務管理から国民統合へ→下からのコモンズが形成

されていない

・職域別に分立している

・地域コミュニティを利用しようとしたために、市町

村単位の国民保険

⇩

国民健康保険がラストリゾートになる

（2）「分かち合い」が見えない仕組みの限界

社会保険方式に場渡り的に税方式を導入

・社会保険負担に加え、国税それに道府県税、市町村

税という地方税を投入し、さらに国民健康保険財政の赤

字を補填するために、法定外の一般会計からの繰り入れ

が常態化

国民健康保険料は地方税としても徴収できる

・医療保険制度間の財政調整

退職者医療制度、老人保健制度

・後期高齢者医療制度→医療保険の一元化

（3）保険運営と医療サービスの提供責任の広域的自治
体への統合（図表 8）

・分立構造の統合化

・社会保険方式から税方式へのシナリオ
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